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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第42期から連結財務諸表を作成したため第42期中は中間連結財務諸表は作成しておりません。また、

第43期中及び第43期は子会社を有しておりませんので、中間連結財務諸表及び連結財務諸表は作成しており

ません。 

３．平成18年９月１日の株式の新規取得に伴い、㈱メディア・テクニカルが子会社となったため、第44期中より

中間連結財務諸表を作成しております。なお、みなし取得日を同社の決算日（平成18年８月31日）としてい

るため、当中間連結会計期間は、貸借対照表のみを連結対象としております。 

４．第44期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

５．第42期において当社は、新株予約権残高がありますが、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

については、当社は非上場、非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

６. 第42期の連結財務諸表及び第44期中の中間連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づ

き監査法人トーマツの監査を受けております。 

７．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、( )内に当該期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、従業員数には、契約社員、準社員及び長期アルバイトを含んでおります。 

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 7,609,292 13,335,470 － 

経常利益 （千円） － － 447,248 763,305 － 

中間（当期）純利益 （千円） － － 267,015 448,526 － 

純資産額 （千円） － － 5,112,370 3,139,071 － 

総資産額 （千円） － － 11,756,960 10,614,618 － 

１株当たり純資産額 （円） － － 976.52 700.34 － 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － － 51.76 96.43 － 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
（円） － － 47.84 － － 

自己資本比率 （％） － － 43.1 29.6 － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 311,376 713,122 － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △790,807 △759,700 － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 268,543 46,326 － 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 1,827,170 970,161 － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

523 

(13) 

416 

(13) 

－ 

(－) 



(2) 提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第43期中より中間財務諸表を作成しているため第42期中の経営指標等については記載しておりません。 

３．第42期及び第43期中において当社は、新株予約権残高がありますが、潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額については、当社は非上場、非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しており

ません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第43期中及び第43期は中間連結財務諸表及び連結財務諸

表を作成しておりませんが持分法を適用する関連会社がありませんので記載しておりません。 

５．第44期中より、中間連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益及びキャッシュ・

フローに係る指標については記載しておりません。 

６．第44期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

７．第43期の１株当たり配当額35.00円には、上場記念配当5.00円が含まれております。 

８. 第42期以降の財務諸表及び中間財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき監査法人トー

マツの監査を受けております。 

９．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、( )内に当該期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、従業員数には、契約社員、準社員及び長期アルバイトを含んでおります。 

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） － 6,918,107 7,609,292 13,228,164 14,593,565 

経常利益 （千円） － 364,831 447,248 763,908 868,189 

中間（当期）純利益 （千円） － 452,173 267,015 449,261 694,052 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 1,037,209 1,585,989 1,037,209 1,572,709 

発行済株式総数 （株） － 4,449,940 5,191,440 4,449,940 5,149,940 

純資産額 （千円） － 3,444,224 5,112,324 3,139,071 5,004,300 

総資産額 （千円） － 9,826,968 11,529,033 10,614,618 10,136,041 

１株当たり純資産額 （円） － 773.99 976.51 700.34 964.99 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － 101.61 51.76 96.60 144.50 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
（円） － － 47.84 － 130.09 

１株当たり配当額 （円） － － 15.00 30.00 35.00 

自己資本比率 （％） － 35.0 44.0 29.6 49.4 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 457,806 － － 1,273,217 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 892,505 － － 399,354 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △914,998 － － △604,691 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － 1,406,151 － － 2,037,568 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

(－) 

434 

(16) 

474 

(13) 

416 

(13) 

441 

(12) 



２【事業の内容】 

 当社グループは、業務用音響・映像機器のシステム設計及び設置・施工、機器の販売・レンタル・オペレート業務

を主要事業とし、それに関連するサービスを行っております。 

 当社グループは、当社（ヒビノ株式会社）と子会社１社で構成されております。平成18年９月に、事業強化策の一

環から、映像機器や音響機器等のレンタル事業において医療分野の学会を中心としたイベント・コンベンションサー

ビスに強みを持っている株式会社メディア・テクニカルの（同社の自己株式を除く）全株式を取得して100%子会社と

しております。  

 当社グループでは、事業の種類別セグメントを販売事業とサービス事業に区分し、さらにそれぞれにおいて音響関

連事業と映像関連事業に分類し音響機器販売、映像製品の開発・製造・販売、コンサート音響、イベント映像及びプ

ロデュースに部門設定をしております。当社グループの事業内容及び当社と子会社の当該事業に係る位置付けは次の

とおりであります。 

 （注）１．イベントプロデュース、人材派遣及びIT関連事業部門は、平成18年４月１日に体制を一部変更したことか

ら、プロデュース事業部門としております。 

２．映像製品の開発・製造・販売及びシステム販売事業部門は、平成18年４月１日に体制を一部変更したことか

ら、映像製品の開発・製造・販売事業部門としております。 

  

事業の種類別 
セグメント 

事業部門 主要な会社（事業部門の名称） 主要な事業内容 

販売事業 音響機器販売 当社（ヒビノプロオーディオ 

セールス Div.） 

・業務用音響機器の販売、システム設計・

施工・メンテナンス業務 

  映像製品の開発・製

造・販売 

当社（ヒビノクロマテック 

Div.） 

・業務用映像（音響も含む）機器のシステ

ム設計・施工・メンテナンス業務 

・映像ディスプレイ及び周辺機器の開発・

製造・販売業務 

サービス事業 コンサート音響 当社（ヒビノサウンド Div.） ・コンサート及びイベント用音響システム

の企画立案、機器の貸出、オペレート業

務 

・コンサート及びイベントの録音、中継、

トラックダウン、オーサリング業務 

  イベント映像 当社（ヒビノビジュアル 

Div.） 

㈱メディア・テクニカル 

・コンサート及びイベント用映像システム

の企画立案、機器の貸出、オペレート業

務 

  プロデュース 当社（ヒビノプロデュース 

Div.） 

・イベントの企画立案、運営、コンサルテ

ィング業務  

・音響・映像・システム関連のオペレータ

及びエンジニアの派遣業務 

・デジタル媒体における映像・音声配信、

広告宣伝に関する企画・制作業務 



［事業系統図］ 

 当社グループの事業系統図は下記のとおりであります。 

  



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は、（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。なお、従業員数には、契約社員、準社員及び長期アルバイトを含んでおります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属して

いるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数は、（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、従業員数には、契約社員、準

社員及び長期アルバイトを含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

    当社グループに労働組合はありませんが、労使関係は円満であり特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の 
 所有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

㈱メディア・テクニカル 

（注）  

東京都江東区  35,000 サービス事業 100.0 － 

   平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 販売事業 153（－）   

 サービス事業  333（13）   

 全社（共通） 37（－）   

合計 523（13）   

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 474（13） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

  当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前中間連結会計期間との対比は行っておりませ

ん。 

  

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の好調さを背景にした設備投資の堅調な動きや雇用環境の

改善、個人消費の伸張が見られるなど、緩やかな拡大を続けておりますが、原油価格の高騰や国際情勢等の不安材

料を抱え、先行き不透明な状況も出ています。 

 このような状況のもと当社グループは、平成20年度に売上高200億円を達成すべく中期経営計画「ビジョン200」

を策定し鋭意展開中であります。 

 販売事業におきましては、音響機器販売事業部門でデジタル・ミキシング・コンソールを放送局やコンテンツ制

作会社に販売したことに加え、映像製品の開発・製造・販売事業部門で当社グループが独自に開発した次世代LED

スーパー・プロセッサを組み込んだ新発売の自社製LEDディスプレイ・システム「ChromaLED」を海外の複数のレン

タル会社や米国の著名商業施設向けに納入いたしました。 

 サービス事業におきましては、コンサート案件ならびに景気好況による企業の販促イベント案件等が堅調に推移

し、愛知万博案件が含まれていた前年同期の売上高を上回ることができました。 

 これらの結果、販売、サービス両事業ともに好調であったことから、売上高7,609百万円、営業利益456百万円、

経常利益447百万円、中間純利益267百万円となりました。 

  

 セグメント別概要 

［販売事業］ 

音響機器販売事業部門は、前事業年度に引続き放送局をはじめとしたデジタル音響機器への設備投資が総じ

て堅調に推移しました。またSHURE社（アメリカ）製の高性能イヤホンの販売が好調でした。SHURE社がより一

層の高品質化を実現した高額モデル新商品が各種媒体で取り上げられたことから新たなブームを呼んでおりま

す。 

映像製品の開発・製造・販売事業部門は、中期経営計画「ビジョン200」の最重点事項としてLEDディスプレ

イ・システムの拡販とさらなる品質向上に向けて取組んでおります。とりわけ新発売の自社製LEDディスプレ

イ・システム「ChromaLED」に関しては、当社グループが独自に開発した次世代LEDスーパー・プロセッサを組

み込んだこともあり、発売早々に海外レンタル会社へ大量納入できたことに加え、米国の著名商業施設向けに

も納入いたしました。また、自社製画像信号変換機等の医療関連企業向けの販売も底堅く推移しました。 

これらの結果、販売事業の売上高は4,235百万円となりました。 

  

［サービス事業］ 

コンサート音響事業部門は、システムのフルデジタル化を推進するとともに保有機材を増強して他社との差

別化を図り、大規模コンサートツアーや集客力の高いアーティストのコンサートツアーを数多く受注すること

ができました。 

イベント映像事業部門は、大型LEDスクリーン映像に対する需要の高まりの中、高輝度・高精彩の自社製LED

ディスプレイ・システムの品質の高さから、著名アーティストのコンサートツアーをはじめとして、世界各国

のモーターショーやFIFAワールドカップドイツ大会のPV（パブリックビューイング：競技会場以外で大型映像

装置を使用して行うスポーツ観戦イベント）、日本の伝統芸能である歌舞伎公演にも採用されるなど、受注領

域を広げております。また、企業の販促イベントや展示会等の案件も景気好況から順調に推移いたしました。

プロデュース事業部門は、コンサート音響、イベント映像両事業部門との連携により、サービス事業全体の

収益拡大に寄与いたしました。 

これらの結果、サービス事業の売上高は3,373百万円となりました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、1,827百万円となりま

した。 

当中間連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、311百万円となりました。 

 資金の主な増加要因としては、仕入債務の増加633百万円、税金等調整前中間純利益451百万円及び減価償却費

286百万円の計上であります。また、主な減少要因としては、売上債権の増加698百万円、たな卸資産の増加274

百万円及びその他流動資産の増加143百万円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、790百万円となりました。 

 これは主に、新規連結子会社株式取得に伴う純支出392百万円、有形固定資産の取得による支出494百万円であ

ります。また、主な増加要因としては、有形固定資産の売却による収入114百万円であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、268百万円となりました。 

 資金の主な増加要因としては、短期借入金の増加400百万円（純額）及び長期借入れによる収入500百万円であ

ります。また、主な減少要因としては、長期借入金の返済による支出480百万円及び配当金の支払177百万円であ

ります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

    当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前中間連結会計期間との対比は行っておりませ

ん。 

  

    (1) 生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生産実績は、映像製品の開発・製造・販売事業部門におけるものであります。 

２．金額は製造原価によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）受注実績は、映像製品の開発・製造・販売事業部門における特注品を対象にしております。 

(3) 商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4) 販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

販売事業    （千円） 335,149 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円） 

販売事業 367,020 7,230 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

販売事業    （千円） 1,960,151 

サービス事業  （千円） 1,141 

合計     （千円） 1,961,292 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

販売事業    （千円） 4,235,777 

サービス事業  （千円） 3,373,514 

合計     （千円） 7,609,292 



３【対処すべき課題】 

 当社グループでは、技術力を背景にした信頼度の高いプロ集団として、仕事にこだわりを持ちつつ「HIBINO」ブラ

ンドの知名度拡大・浸透を図るとともに、プロ用AV&IT業界の牽引役になれるよう、中期経営計画「ビジョン200」を

掲げ、売上高200億円（グループ）の達成を目指すとともに、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、企業価値の

最大化に向けて以下の課題に取り組んでまいります。 

  

情報管理の強化 

  当社グループは、職務上取引先企業の情報や個人情報を入手することがあることから、これらの情報管理が重要な

課題であると認識しております。既にプライバシーマークの付与認定を受けておりますが、今後とも社内のルールに

則り情報管理の一層の強化を図ってまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、独自に開発した高輝度・高精彩のLEDディスプレイ・システムの拡販と、これらのシステムを使

用した大型LEDスクリーン映像を提供するサービスの拡大に注力しております。当中間連結会計期間におきまして

は、インフラ環境や産学共同研究等の条件が整っている徳島県が推進する「LEDバレイ構想」の将来性を踏まえて逸

早く賛同し、同構想に基づく企業誘致第一号として、ヒビノ徳島R&Dセンターを徳島市に設置いたしました。当セン

ターでは次世代向けや、高臨場感が得られる高精彩LEDディスプレイ・システムの基礎研究を進めて早期の製品化を

目論んでおります。なお、R&D部門は提出会社の本社（東京）を拠点として福島県郡山市にも設置しております。 

 また、当社グループが開発したLEDディスプレイ・システムのブランド名を「ChromaLED（クロマレッド）」とする

とともに、世界で初めて(※)フルハイビジョンの４倍の画像処理を実現し高精彩画面を可能にしたLEDスーパー・プ

ロセッサChromaLED「DLC-612」を発売いたしました。併せて、従来の高品位・高精彩映像表示を継承し、色彩の基調

となる黒色の再現性を格段に向上させたLEDディスプレイChromaLED「LVD-605SB」等を発売しております。これらの

LEDディスプレイは、黒色のコントラスト比が従来製品の３倍まで引き上げられただけでなく、当社グループ独自の

高度映像信号処理技術と運用ノウハウを反映した筐体設計により、従来にない多彩な映像空間を実現させておりま

す。   

  なお当中間連結会計期間における当該研究開発費の総額は58百万円となっており、当費用については全社共通費と

しております。 

  

(※) 当社グループの調査に基づく 

LED（エルイーディー）    : Light Emitting Diode     発光ダイオード 

R&D（アールアンドディー）: Research and Development 研究・開発 

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、㈱メディア・テクニカルが当社の子会社となったため、同社の設備が新たに当社グ

ループの設備となりました。 

 当該設備の状況は以下のとおりであります。 

（注）１．設備の「その他」には器具備品及びソフトウェアが含まれております。 

   ２．従業員数の( )は、臨時雇用者数を外書しております。 

     ３．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更  

 当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。  

  

(2) 重要な設備計画の完了  

 当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画していた重要な設備の新設に関しては、下記のとおり平成18

年７月をもって完了しております。 

  

  

(3) 重要な設備の新設等  

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。  

  

(4) 重要な設備の除却等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物及び構

築物 
(千円) 

機械装置及
び運搬具 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

㈱メディア・テクニ

カル本社 

（東京都江東区） 

サービス事

業 
事業用設備 6,286 113,376 16,820 136,482 

49 

(－) 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 
年  間 
リース料 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

備    考 

㈱メディア・テクニカ

ル本社 

(東京都江東区) 

サービス事業 
事業用設備 

（音響機材他） 
4,578 23,290 

所有権移転外 

ファイナンス・ 

リース 

会社名 事業所名（所在地） 
事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 投資額（千円） 

ヒビノ㈱ 本社（東京都港区） サービス事業  映像機材（屋外用LED） 247,573 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式。 

また、「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 17,000,000 

計 17,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,191,440 5,192,640 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 5,191,440 5,192,640 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月29日定時株主総会決議（第１回新株予約権） 

 （注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割、または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数

を調整する。 

 また、払込金額を下回る価額での新株発行または自己株式の処分（新株予約権の行使の場合を除く）、ま

たは、１株当たりの払込金額を下回る新株予約権もしくは新株予約権付社債の発行を行うときは、次の算式

により目的となる株式の数を調整する。 

 ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてその目的たる株式数を次の算式に従い調整するもの

とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割、または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 また、払込金額を下回る価額での新株発行（新株予約権の行使の場合を除く）、または、１株当たりの払

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 408,500 407,300 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 408,500（注）１，３ 407,300（注）１，３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 640（注）２ 同左（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月30日 

至 平成26年６月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  640 

資本組入額 320 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において当

社の取締役、監査役または従業員である

こと。ただし、取締役会の承認がある場

合にはこの限りではない。 

②新株予約権者は、その権利を相続するこ

とができない。ただし、取締役会の承認

がある場合にはこの限りではない。 

③新株予約権の行使は、行使しようとする

新株予約権または新株予約権者について

「新株予約権の消却事由及び条件」に定

める消却事由が発生していないことを条

件とし、消却事由が生じた本新株予約権

の行使は認められないものとする。ただ

し、取締役会の決議により特に行使を認

められた場合はこの限りでない。 

④その他の条件については、総会決議及び

取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認

を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  －  －  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
調整前払込金額 

調整後払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



込金額を下回る新株予約権もしくは新株予約権付社債の発行を行うときは、次の算式により払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

（ア）「既発行株式数」とは、調整後払込金額が適用される日の前日における、当社の発行済株式総数、

並びに、発行済の新株予約権及び新株予約権付社債の目的たる株式数を合計した数から、同日にお

ける当社の保有する自己株式数を控除した数を意味するものとする。 

（イ）当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処分

する自己株式の数」と、「１株当たり発行価額」は「１株当たり譲渡価額」と、それぞれ読み替え

るものとする。 

（ウ）当社が新株予約権または新株予約権付社債を発行することにより調整が行われる場合における「新

発行株式数」とは、発行される新株予約権または新株予約権付社債の目的たる株式の数を、「１株

当たり発行価額」とは目的となる株式１株当たりの発行価額を、それぞれ意味するものとする。 

３．新株予約権割当契約締結後の退職等による権利の喪失（従業員４名、取締役退任者１名）及び権利行使によ

り減少しております。 

  

調整後払込金額 ＝ 
既発行株式数×調整前払込金額＋新発行株式数×１株当たり発行価額 

既発行株式数＋新発行株式数 



② 平成16年９月15日取締役会決議（第２回新株予約権） 

 （注）１．新株予約権の発行後、当社が株式分割、または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数

を調整する。 

 また、払込金額を下回る価額での新株発行または自己株式の処分（新株予約権の行使の場合を除く）、ま

たは、１株当たりの発行価額（「各新株予約権の発行価額」に定める新株予約権の発行価額と「各新株予約

権の行使に際して払込みをすべき金額」に定める払込金額の合計額である旧商法第280条の20ノ第４項に定

める発行価額を意味する。）を下回る新株予約権もしくは新株予約権付社債の発行を行うときは、次の算式

により目的となる株式の数を調整する。 

 ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてその目的たる株式数を次の算式に従い調整するもの

とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割、または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 また、払込金額を下回る価額での新株発行（新株予約権の行使の場合を除く）、または、１株当たりの払

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 220,000   220,000 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 220,000（注）１ 220,000（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 640（注）２ 同左（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年９月30日 

至 平成20年９月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  835 

資本組入額 418 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において当

社の取締役、監査役または従業員である

こと。ただし、取締役会の承認がある場

合にはこの限りではない。 

②新株予約権者は、その権利を相続するこ

とができない。ただし、取締役会の承認

がある場合にはこの限りではない。 

③新株予約権の行使は、行使しようとする

新株予約権または新株予約権者について

「新株予約権の消却事由及び条件」に定

める消却事由が発生していないことを条

件とし、消却事由が生じた本新株予約権

の行使は認められないものとする。ただ

し、取締役会の決議により特に行使を認

められた場合はこの限りでない。 

④その他の条件については、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認

を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項   － －  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
調整前払込金額 

調整後払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



込金額を下回る新株予約権もしくは新株予約権付社債の発行を行うときは、次の算式により払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

（ア）「既発行株式数」とは、調整後払込金額が適用される日の前日における、当社の発行済株式総数、

並びに、発行済の新株予約権及び新株予約権付社債の目的たる株式数を合計した数から、同日にお

ける当社の保有する自己株式数を控除した数を意味するものとする。 

（イ）当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処分

する自己株式の数」と、「１株当たり発行価額」は「１株当たり譲渡価額」と、それぞれ読み替え

るものとする。 

（ウ）当社が新株予約権または新株予約権付社債を発行することにより調整が行われる場合における「新

発行株式数」とは、発行される新株予約権または新株予約権付社債の目的たる株式の数を、「１株

当たり発行価額」とは目的となる株式１株当たりの発行価額を、それぞれ意味するものとする。 

調整後 

払込金額 
＝ 

既発行 

株式数 
× 
（調整前の新株予

約権の発行価額
＋
調整前の 

払込金額）
＋
新発行

株式数
×
１株当たり

発行価額 
－ 
調整後の 

発行価額 既発行株式数＋新発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

    ２．平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,200株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ384千円増加しております。 

  

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日 

（注）１ 

41,500 5,191,440 13,280 1,585,989 13,280 1,939,103

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日比野 晃久 東京都江戸川区 768 14.80  

(有)ハイビーノ 東京都江戸川区西葛西３丁目８－35－1002号 498 9.59 

日比野 宏明 東京都港区 492 9.48 

ヒビノ従業員持株会 東京都港区港南３丁目５－14 217 4.18 

西田 孝信 東京都東大和市 150 2.89 

野村ホールディングス㈱ 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 100 1.92 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行㈱ 

東京都中央区晴海１丁目８－11 

  
96 1.86 

電通ドットコム第二号 

投資事業有限責任組合 

東京都中央区築地１丁目９－５ 

 一九堂ビル６階 
92 1.78 

日比野 純子 東京都港区 89 1.72 

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 80 1.54 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 80 1.54 

計 － 2,665 51.34 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,190,800  51,908 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元未満株式 普通株式    640 － 同上 

発行済株式総数 5,191,440 － － 

総株主の議決権 －  51,908 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,275 2,240 1,800 1,834 1,750 1,901 

最低（円） 1,970 1,615 1,400 1,410 1,526 1,565 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

該当事項はありません。  

  

(2）退任役員 

該当事項はありません。  

  

(3）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 －  常務取締役 
ヒビノクロマテッ

ク Div. 事業部長  
 野牧 幸雄 平成18年９月30日 

常務取締役 
ヒビノクロマテッ

ク Div. 担当  
常務取締役 －  野牧 幸雄 平成18年11月15日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度であ

るため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監

査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年12月22日提出の有価証券届出書に添付されたものによ

っております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  2,055,713

２．受取手形及び売掛金 ※３ 3,234,665

３．たな卸資産  1,967,778

４．その他  631,334

貸倒引当金  △66,745

流動資産合計  7,822,745 66.5

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物 ※１ 680,260

(2）機械装置及び運搬具 ※１ 1,781,142

(3）その他 ※１ 628,623 3,090,026

２．無形固定資産  169,101

３．投資その他の資産  

(1）投資その他の資産  681,009

貸倒引当金  △5,921 675,087

固定資産合計  3,934,215 33.5

資産合計  11,756,960 100.0

   
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．支払手形及び買掛金 ※３ 1,987,981

２．短期借入金  400,000

３．一年以内返済予定 
長期借入金 

 1,021,000

４．賞与引当金  368,070

５．役員賞与引当金  17,952

６．その他  854,535

流動負債合計  4,649,539 39.5

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金  1,371,500

２．退職給付引当金  448,522

３．負ののれん  47,883

４．その他  127,144

固定負債合計  1,995,050 17.0

負債合計  6,644,590 56.5

   

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  1,585,989 13.5

２．資本剰余金  1,939,103 16.5

３．利益剰余金  1,512,631 12.8

４．自己株式  △193 △0.0

株主資本合計  5,037,531 42.8

Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差
額金 

 37,869 0.3

２．繰延ヘッジ損益  △5,930 △0.0

評価・換算差額等合計  31,938 0.3

Ⅲ 新株予約権  42,900 0.4

純資産合計  5,112,370 43.5

負債純資産合計  11,756,960 100.0

   



②【中間連結損益計算書】 

  

  

  

   

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

   

Ⅰ 売上高     7,609,292 100.0

Ⅱ 売上原価     5,364,659 70.5

売上総利益     2,244,632 29.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,788,336 23.5

営業利益     456,296 6.0

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   36     

２ 受取配当金   2,024     

３ 仕入割引   11,493     

４ 保険金収入   4,646     

５ 受取損害賠償金   2,855     

６ その他   4,733 25,790 0.3

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   15,934     

２ 為替差損   4,866     

３ 支払手数料   10,964     

４ その他   3,073 34,838 0.5

経常利益     447,248 5.8

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※２ 2,315     

２ 貸倒引当金戻入益   4,973 7,288 0.1

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産除却損 ※３ 2,929 2,929 0.0

税金等調整前中間純利益     451,607 5.9

法人税、住民税及び事業税   187,503     

法人税等調整額   △2,911 184,591 2.4

中間純利益     267,015 3.5

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
         （千円） 

1,572,709 1,925,823 1,460,562 △193 4,958,901 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 13,280 13,280     26,560 

 剰余金の配当（注）     △180,246   △180,246 

 役員賞与（注）     △34,700   △34,700 

 中間純利益     267,015   267,015 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計        （千円） 

13,280 13,280 52,069 － 78,629 

平成18年９月30日残高 
       （千円） 

1,585,989 1,939,103 1,512,631 △193 5,037,531 

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
         （千円） 

45,398 － 45,398 42,900 5,047,200

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行       26,560

 剰余金の配当（注）         △180,246

 役員賞与（注）       △34,700

 中間純利益       267,015

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△7,529 △5,930 △13,459 － △13,459

中間連結会計期間中の変動額合
計        （千円） 

△7,529 △5,930 △13,459 － 65,169

平成18年９月30日残高 
       （千円） 

37,869 △5,930 31,938 42,900 5,112,370



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 

税金等調整前中間純利益 451,607 

減価償却費 286,335 

無形固定資産償却費 20,573 

退職給付引当金の増加額 35,964 

貸倒引当金の減少額 △4,973 

賞与引当金の増加額 62,562 

役員賞与引当金の増加額 17,952 

受取利息及び受取配当金 △2,061 

支払利息 15,934 

為替差益 △490 

為替予約評価差損 1,580 

固定資産売却益 △2,315 

固定資産除却損 2,929 

売上債権の増加額 △698,971 

たな卸資産の増加額 △274,985 

その他流動資産の増加額 △143,067 

仕入債務の増加額 633,902 

その他流動負債の減少額 △37,145 

役員賞与の支払額 △34,700 

その他 1,056 

小計 331,689 

利息及び配当金の受取額 2,061 

利息の支払額 △15,057 

役員退職金の支払額 △576 

法人税等の支払額 △6,740 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
311,376 

 



    
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  

投資有価証券の取得による

支出 
△248 

新規連結子会社株式取得に

伴う純支出 
※２ △392,833 

有形固定資産の取得による

支出 
△494,015 

有形固定資産の売却による

収入 
114,015 

無形固定資産の取得による

支出 
△9,144 

その他 △8,581 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
△790,807 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  

短期借入金の純増減額 400,000 

長期借入れによる収入 500,000 

長期借入金の返済による支

出 
△480,500 

株式の発行による収入 26,560 

配当金の支払額 △177,516 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
268,543 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額 
490 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △210,397 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,037,568 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

残高 
※１ 1,827,170 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項   連結子会社の数 １社  

   主要な連結子会社名 

    ㈱メディア・テクニカル 

    ㈱メディア・テクニカルは平成18年９月１日の株式の新規取得に伴い当中間連

結会計期間より連結子会社となりました。なお、みなし取得日を同社の決算日

（平成18年８月31日）としているため、当中間連結会計期間は、貸借対照表のみ

を連結しております。  

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

   ㈱メディア・テクニカルの決算日は２月末日であります。中間連結財務諸表の作成

に当たっては８月31日を決算日とする財務諸表を使用しております。なお、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。  

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

イ. その他有価証券 

   a. 時価のあるもの 

       中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

   b. 時価のないもの 

        移動平均法による原価法 

  ② デリバティブ 

    時価法 

  ③ たな卸資産 

  イ. 商品、製品（量産品）、材料 

       移動平均法による原価法 

   ロ. 製品（受注生産品）、仕掛品 

     個別法による原価法 

  ハ. 貯蔵品 

     最終仕入原価法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    定率法 

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、

定額法。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   ② 無形固定資産 

     自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法 

   ③ 長期前払費用 

    定額法 

建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

器具備品 ２～20年

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

   (3) 重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

     債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

  ② 賞与引当金 

     従業員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当中間連結会計期間負担額

を賞与引当金として計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 

 当社は、役員の賞与の支出に備えるため、役員賞与支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を役員賞与引当金として計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

    当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。  

     なお、会計基準変更時差異は、10年による均等額を費用処理しております。数理

計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。 

  また、連結子会社は、中小企業退職金共済事業団に加入しており、退職給付引当

金は計上しておりません。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

   (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法  

    繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては特例処理によっております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ③ ヘッジ方針 

     デリバティブ取引に関する権限及び取引限度額を定めた内部規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定範囲内でヘッジしてお

ります。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略

しております。 

   ヘッジ手段      ヘッジ対象   

(イ） 為替予約 
 
外貨建債務及び外貨

建予定取引 

(ロ） 金利スワップ  借入金 

   (7) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

 なお、中間連結貸借対照表上、仮受消費税等と仮払消費税等の相殺消去後の納付

額4,808千円を流動負債の「その他」に含め、相殺後の還付額9,822千円を流動資産

の「その他」に含めて表示しております。  

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

の範囲 

   手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

短期投資からなっております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、4,040,171千円

であります。 

 ２  貸出コミットメント 

 運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行３

行と貸出コミットメント契約を締結しております。

この契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。  

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

借入実行残高 400,000千円

差引額 1,600,000千円

※３ 中間連結会計期間末日の満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の満期手形が中間連結会計期間

末日の残高に含まれております。 

   受取手形           14,892千円 

    支払手形            4,347千円 



（中間連結損益計算書関係） 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりであります。 

給与  588,992千円 

賞与引当金繰

入額  
174,763千円 

役員賞与引当

金繰入額  
17,952千円 

退職給付費用 49,972千円 

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び

運搬具 
2,231千円

その他 83千円

   計 2,315千円

※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築

物 

1,490千円

機械装置及び

運搬具 

1,277千円

その他 161千円

   計 2,929千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加41,500株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加41,500株であ

ります。 

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

 ３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額                                 

 （注）普通配当30円と上場記念配当５円で35円配当となっております。 

  

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末株

式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式 （注） 5,149,940 41,500 － 5,191,440

合計 5,149,940 41,500 － 5,191,440

 自己株式         

   普通株式  50 － － 50

合計 50 － － 50

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結会計

期間末残高 

（千円） 

前連結会計年

度末 

当中間連結会

計期間増加 

当中間連結会

計期間減少 

当中間連結会

計期間末 

 提出会社  平成16年９月15日取締役会決議

（第２回新株予約権）  
  普通株式 220,000 － － 220,000 42,900

 ストック・オプションとしての 

新株予約権  
 －  － 

 合計  － 42,900

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 180,246 35.00  平成18年３月31日  平成18年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 

取締役会 
普通株式 77,870 利益剰余金 15.00 平成18年９月30日  平成18年12月14日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

           （平成18年９月30日現在） 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに㈱メディア・テクニカル

を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに新規連結子会社株式の取得価額と新規連

結子会社取得に伴う純支出との関係は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 2,055,713千円

 計 2,055,713千円

預入期間が3ヶ月を超える

定期預金 

△228,542千円

現金及び現金同等物 1,827,170千円

流動資産 607,423千円

固定資産 167,374千円

流動負債 △150,265千円

固定負債 △34,450千円

評価・換算差額等 △45千円

負ののれん △47,883千円

新規連結子会社株式の取

得価額 
542,153千円

新規取得連結子会社 

現金及び現金同等物 

△149,320千円

差引：新規連結子会社取

得に伴う純支出 
392,833千円



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

  

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

  

  
取得価額相当額 
（千円） 

減価償却累計額
相当額 
（千円） 

中間期末残高相
当額 
（千円） 

 機械装置及び 
運搬具 

980,914 426,588 554,325

 その他 131,565 84,058 47,507

 無形固定資産 85,803 28,860 56,943

合計 1,198,283 539,507 658,776

  

２．未経過リース料中間期末残高相当額   

１年内 216,157千円

１年超 456,081千円

合計 672,238千円

  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額   

支払リース料 129,078千円

減価償却費相当額 121,246千円

支払利息相当額 7,939千円

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。 

  

  

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については、利息法によっております。 

  

  

（減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載

は省略しております。 

  

  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復の見込み等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

  

取得原価 
（千円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

  

(1）株式 17,461 81,036 63,575     

(2）債券           

国債・地方債等 － － －     

社債 － － －     

その他 － － －     

(3）その他 10,447 10,723 276     

合計 27,908 91,760 63,851     

  

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 74,550 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 （注）１．時価の算定方法 

      時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づいて算定しております。 

    ２．括弧書きは、当該取引における契約額が外貨建であるため、当該外貨額を記載しております。 

（単位：千米ドル） 

       ３．上記以外の取引については、ヘッジ会計を適用し損益を繰延べているため、注記の対象外としております。 

  

（ストック・オプション等関係） 

        当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

          該当事項はありません。 

  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況  

取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

為替予約取引   

 売建   

  米ドル 172,700 175,611 △2,910

  (1,500) 

 買建   

  米ドル 45,603 46,933 1,330

  (400)  

合計 218,304 222,545 △1,580



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は、事業形態の類似性等を考慮して区分しております。 

    ２．各事業の主な内容 

      販売事業   業務用音響機器の販売及びメンテナンス、映像製品の開発・製造・販売及びメンテナンス等 

      サービス事業 コンサート及びイベント用音響、映像機材のレンタル、運用又はオペレーション等 

    ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は171,644千円であり、その主なもの

は、当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米………米国 

(2）欧州………イギリス、フランス、スウェーデン、ドイツ、ベルギー 

(3）アジア……韓国 

３．海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

  
販売事業 
（千円） 

サービス事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 4,235,777 3,373,514 7,609,292 － 7,609,292 

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
41,719 257,053 298,773 (298,773) － 

 計 4,277,496 3,630,568 7,908,065 (298,773) 7,609,292 

 営業費用 4,150,961 3,129,162 7,280,124 (127,128) 7,152,995 

 営業利益 126,535 501,405 627,941 (171,644) 456,296 

  当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  
 

  北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 601,291 380,148 24,340 1,005,779 

Ⅱ 連結売上高（千円）       7,609,292 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
7.9 5.0 0.3 13.2 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（重要な後発事象） 

        該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 976.52円

１株当たり 

中間純利益金額 
51.76円

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益金額 

47.84円

  
当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり中間純利益金額   

 中間純利益（千円） 267,015 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － 

 （うち利益処分による役員賞与

金） 
(－) 

 普通株式に係る中間純利益（千円） 267,015 

 期中平均株式数（千株） 5,159 

    

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額 
  

  中間純利益調整額（千円） － 

  普通株式増加数（千株） 422 

   （うち新株予約権） (422)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

───── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   1,452,151   1,677,850 2,037,568  

２．受取手形 ※5 264,424   224,194 356,947  

３．売掛金   2,263,936   2,883,093 2,051,369  

４．たな卸資産   1,736,796   1,963,075 1,688,089  

５．その他 ※3 608,353   535,182 386,768  

貸倒引当金   △109,701   △63,356 △69,019  

流動資産合計     6,215,961 63.3 7,220,039 62.6   6,451,723 63.7

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産          

(1）建物 ※1,2 632,118   639,352 619,754  

(2）機械及び装置 ※1 1,556,549   1,655,689 1,504,986  

(3）土地 ※2 404,627   － 404,627  

(4）その他 ※1 236,723   669,022 342,635  

計   2,830,018   2,964,064 2,872,004  

２．無形固定資産   157,836   157,705 169,133  

３．投資その他の資産          

(1）関係会社株式   －   542,153 －  

(2）繰延税金資産   210,586   － 191,767  

(3）その他   420,897   650,992 456,645  

貸倒引当金   △8,332   △5,921 △5,232  

計   623,151   1,187,224 643,179  

固定資産合計     3,611,006 36.7 4,308,994 37.4   3,684,318 36.3

資産合計     9,826,968 100.0 11,529,033 100.0   10,136,041 100.0

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形 ※5 568,756   880,873 489,101  

２．買掛金   849,575   1,048,267 806,136  

３．短期借入金 ※2 350,000   400,000 －  

４．一年以内返済予定
長期借入金 

※2 822,000   1,021,000 941,000  

５．一年以内償還予定
社債 

  300,000   － －  

６．賞与引当金   339,893   356,401 293,838  

７．役員賞与引当金   －   17,952 －  

８．その他   794,557   779,497 663,835  

流動負債合計     4,024,783 41.0 4,503,992 39.1   3,193,912 31.5

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金 ※2 1,892,500   1,371,500 1,432,000  

２．退職給付引当金   372,189   448,522 412,557  

３．役員退職慰労引当
金 

  93,271   － －  

４．その他   －   92,694 93,271  

固定負債合計     2,357,960 24.0 1,912,716 16.6   1,937,828 19.1

負債合計     6,382,743 65.0 6,416,708 55.7   5,131,741 50.6

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     1,037,209 10.5 － －   1,572,709 15.5

Ⅱ 資本剰余金          

１．資本準備金   1,159,323   － 1,925,823  

資本剰余金合計     1,159,323 11.8 － －   1,925,823 19.0

Ⅲ 利益剰余金          

１．利益準備金   46,328   － 46,328  

２．任意積立金   200,000   － 200,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  972,355   － 1,214,233  

利益剰余金合計     1,218,683 12.4 － －   1,460,562 14.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    29,008 0.3 － －   45,398 0.5

Ⅴ  自己株式     － － － －   △193 △0.0

資本合計     3,444,224 35.0 － －   5,004,300 49.4

負債・資本合計     9,826,968 100.0 － －   10,136,041 100.0

           



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（純資産の部）                  

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金    －  －  1,585,989 13.8  － － 

２ 資本剰余金            

(1) 資本準備金  －    1,939,103   －    

資本剰余金合計   －  －  1,939,103 16.8  － － 

３ 利益剰余金            

(1) 利益準備金  －    46,328   －    

(2) その他利益剰余

金 
            

別途積立金   －   200,000   －    

繰越利益剰余金   －   1,266,303   －    

利益剰余金合計    －  －  1,512,631 13.1  － － 

４ 自己株式    －   －  △193 △0.0  －  － 

株主資本合計    －  －  5,037,531 43.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１ その他有価証券評

価差額金 
  －  －  37,823 0.3  － － 

２ 繰延ヘッジ損益   －  －  △5,930 △0.0  － － 

評価・換算差額等合

計 
  －  －  31,893 0.3  － － 

Ⅲ 新株予約権   －   －  42,900 0.3  － － 

純資産合計   －   －  5,112,324 44.3  － － 

負債純資産合計   －   －  11,529,033 100.0  －  － 

                   



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,918,107 100.0 7,609,292 100.0   14,593,565 100.0

Ⅱ 売上原価     4,651,105 67.2 5,364,659 70.5   10,026,239 68.7

売上総利益     2,267,002 32.8 2,244,632 29.5   4,567,325 31.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,880,660 27.2 1,788,336 23.5   3,594,949 24.6

営業利益     386,341 5.6 456,296 6.0   972,376 6.7

Ⅳ 営業外収益 ※1   27,533 0.4 25,790 0.3   49,718 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※2   49,043 0.7 34,838 0.5   153,905 1.1

経常利益     364,831 5.3 447,248 5.8   868,189 5.9

Ⅵ 特別利益 ※3   456,469 6.6 7,288 0.1   458,189 3.2

Ⅶ 特別損失 ※4   63,771 0.9 2,929 0.0   135,472 0.9

税引前中間（当期）
純利益 

    757,529 11.0 451,607 5.9   1,190,906 8.2

法人税、住民税及び
事業税 

  4,930   187,503 13,780   

還付法人税等   △14,011   － △14,011   

法人税等調整額   314,436 305,355 4.4 △2,911 184,591 2.4 497,085 496,854 3.4

中間（当期）純利益     452,173 6.6 267,015 3.5   694,052 4.8

前期繰越利益     520,181 －   520,181 

中間（当期）未処分
利益 

    972,355 －   1,214,233 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 

              （千円） 
1,572,709 1,925,823 1,925,823 46,328 200,000 1,214,233 1,460,562 △193 4,958,901

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 13,280 13,280 13,280           26,560

剰余金の配当（注）           △180,246 △180,246   △180,246

役員賞与（注）           △34,700 △34,700   △34,700

中間純利益           267,015 267,015   267,015

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                  

中間会計期間中の変動額 

合計          （千円） 
13,280 13,280 13,280 － － 52,069 52,069 － 78,629

平成18年９月30日残高 

              （千円） 
1,585,989 1,939,103 1,939,103 46,328 200,000 1,266,303 1,512,631 △193 5,037,531

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 

        （千円） 
45,398 － 45,398 42,900 5,047,200

中間会計期間中の変動額      

新株の発行         26,560

剰余金の配当（注）         △180,246

役員賞与（注）         △34,700

中間純利益         267,015

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△7,574 △5,930 △13,505 － △13,505

中間会計期間中の変動額 

合計      （千円） 
△7,574 △5,930 △13,505 － 65,124

平成18年９月30日残高 

        （千円） 
37,823 △5,930 31,893 42,900 5,112,324



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）については、中間連結財務諸表を作成しているため、中間

キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ

ュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 

税引前中間（当期）純利益  757,529 1,190,906 

減価償却費  253,057 582,461 

無形固定資産償却費  16,807 35,182 

退職給付引当金の増加額  34,081 74,449 

役員退職慰労引当金の減少

額 
 △45,835 △45,835 

貸倒引当金の増加額  82,969 39,187 

賞与引当金の増加額  145,552 99,497 

受取利息及び受取配当金  △1,312 △1,519 

支払利息  22,072 40,053 

為替差損(△差益)  △675 474 

固定資産売却益  △449,331 △449,934 

固定資産除却損  4,082 21,119 

役員退職慰労金  51,785 51,785 

売上債権の減少額  398,854 518,899 

たな卸資産の増加額  △131,882 △83,175 

その他流動資産の減少額  560 46,930 

仕入債務の減少額  △157,363 △280,456 

未払金の減少額  △156,874 △152,500 

その他流動負債の増加額  58,695 21,688 

役員賞与の支払額  △22,600 △22,600 

その他  4,632 11,136 

小計  864,804 1,697,749 

利息及び配当金の受取額  1,312 1,519 

利息の支払額  △20,190 △38,773 

役員退職金の支払額  △226,199 △226,199 

法人税等の支払額  △161,919 △161,078 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
 457,806 1,273,217 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ

ュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
     

定期預金の払戻による収入  290,000 336,000 

投資有価証券の取得による

支出 
 △248 △8,966 

有形固定資産の取得による

支出 
 △704,471 △1,211,429 

有形固定資産の売却による

収入 
 1,094,382 1,099,057 

無形固定資産の取得による

支出 
 △19,681 △42,158 

貸付金の回収による収入  285 285 

保険積立金の取崩による収

入 
 243,529 243,529 

その他  △11,289 △16,963 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
 892,505 399,354 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
     

短期借入金の純増減額  △750,000 △1,100,000 

長期借入れによる収入  300,000 300,000 

長期借入金の返済による支

出 
 △331,500 △673,000 

社債の償還による支出  － △300,000 

株式の発行による収入  － 1,302,000 

自己株式の取得による支出  － △193 

配当金の支払額  △133,498 △133,498 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
 △914,998 △604,691 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額 
 675 △474 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  435,990 1,067,406 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  970,161 970,161 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
※ 1,406,151 2,037,568 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

  

(1）有価証券 

 ─── 

  
その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

   ①子会社株式 

移動平均法による原価法 

   ②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

 ─── 

  
   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基 

づく時価法（評価差額は、全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

     同   左 

    時価のないもの 

     同   左 

  

  

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

     同   左 

(2）デリバティブ 

     同   左 

  

  

  

(3）たな卸資産 

ａ 商品、製品（量産品）、材

料 

移動平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

ａ 商品、製品（量産品）、材

料 

     同   左 

(3）たな卸資産 

ａ 商品、製品（量産品）、材

料 

     同   左 

  

  

ｂ 製品（受注生産品）、仕掛

品 

個別法による原価法 

ｂ 製品（受注生産品）、仕掛

品 

     同   左 

ｂ 製品（受注生産品）、仕掛

品 

     同   左 

  

  

ｃ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

ｃ 貯蔵品 

     同   左 

  ｃ 貯蔵品 

      同   左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

  

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額

法。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

     同   左 

  

  

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

      同   左 

  

  

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物 ３～50年

構築物 10～50年

機械及び装置 ２～15年

車輌運搬具 ２～６年

器具備品 ２～20年

建物 ２～50年

構築物 10～50年

機械及び装置 ２～15年

車輌運搬具 ２～６年

器具備品 ２～20年

建物 ２～50年

構築物 10～50年

機械及び装置 ２～15年

車輌運搬具 ２～６年

器具備品 ２～20年

  

  

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

       同   左 

(2）無形固定資産 

       同   左 

  

  

(3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

       同   左 

(3）長期前払費用 

       同   左 

３．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の

特定債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

       同   左 

(1）貸倒引当金 

       同   左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を賞与引当金と

して計上しております。 

(2）賞与引当金 

       同   左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備える

ため、賞与支給見込額の当期負

担額を賞与引当金として計上し

ております。 

  

  

(3) 役員賞与引当金 

 ─── 

(3) 役員賞与引当金 

 役員の賞与の支出に備えるた

め、役員賞与支給見込額の当中

間会計期間負担額を役員賞与引

当金として計上しております。 

 (会計方針の変更) 

  役員賞与は従来、株主総会の

利益処分案決議により未処分利

益の減少として会計処理してお

りましたが、当中間会計期間よ

り「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）に基づき、発

生した期間の費用として処理す

ることとしております。この結

果、従来の方法と比較して、営

業利益、経常利益及び税引前中

間純利益はそれぞれ17,952千円

減少しております。 

(3) 役員賞与引当金 

 ─── 

  

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

は、10年による均等額を費用処

理しております。数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

       同   左 

  

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。  

 なお、会計基準変更時差異

は、10年による均等額を費用処

理しております。数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

  

  

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

 ─── 

(5）役員退職慰労引当金 

 ─── 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

     同   左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

     同   左      同   左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。ただし、特例処理の要件

を満たす金利スワップについて

は特例処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

     同   左 

(1）ヘッジ会計の方法 

     同   左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段       ヘッジ対象  

(イ）通貨スワップ 

  

  外貨建債務及び

外貨建予定取引

(ロ）金利スワップ   借入金 

  ヘッジ手段     ヘッジ対象  

(イ）為替予約  

  

 外貨建債務及び

外貨建予定取引

(ロ）金利スワップ  借入金 

  ヘッジ手段       ヘッジ対象  

(イ）通貨スワップ 

     為替予約 

  外貨建債務及び

外貨建予定取引

(ロ）金利スワップ   借入金 

  

  

(3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する権

限及び取引限度額を定めた内部

規程に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスク及び金利

変動リスクを一定範囲内でヘッ

ジしております。 

(3）ヘッジ方針 

     同   左 

(3）ヘッジ方針 

     同   左 

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジ有効性を評価

しております。ただし、特例処

理によっている金利スワップに

ついては有効性の評価を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

     同   左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

     同   左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期投資からなっております。 

 ───  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期投資からなっております。 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

     同   左 

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

   なお、控除対象外消費税等は、

当事業年度の費用として処理して

おります。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  (貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準) 

  当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第

５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用し

ております。 

 これまでの資本の部の合計に

相当する金額は、5,075,355千円

であります。 

 なお、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部

については、中間財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の中間

財務諸表等規則により作成して

おります。 

───── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

───── (中間貸借対照表) 

１．前中間会計期間まで区分掲記しておりました「土

地」（当中間会計期間末残高は404,627千円）は、当中

間会計期間末において金額的重要性が乏しくなったた

め、有形固定資産の「その他」に含めて表示しており

ます。  

２．前中間会計期間まで区分掲記しておりました「繰延

税金資産」（当中間会計期間末残高は201,864千円）

は、当中間会計期間末において金額的重要性が乏しく

なったため、投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しております。  



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── ───── (役員退職慰労引当金)  

 当社は、取締役及び監査役の報酬

制度について改正いたしました。そ

の一環として、平成17年11月21日開

催の臨時株主総会終結の時をもって

役員退職慰労金制度を廃止し、当該

総会終結の時までの在任期間に対応

する役員退職慰労金の打ち切り支給

を決議いたしました。 

 これにより、当該総会終結の時ま

での在任期間に対応する役員退職慰

労金相当額93,271千円については、

当事業年度末に長期未払金として固

定負債の「その他」に含めて計上し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,232,651千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,712,930千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,469,326千円 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

 ※２      ─────  ※２      ───── 

担保に供している資産  

建物 464,907千円

土地 395,000千円

計 859,907千円

担保付債務  

短期借入金 300,000千円

一年以内返済予定長

期借入金 
487,500千円

長期借入金 12,500千円

計 800,000千円

  

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

     同   左 

※３     ───── 

  

 ４ 貸出コミットメント 

運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行４行と貸出コミットメント契約

を締結しております。この契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 ４ 貸出コミットメント 

運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメント契約

を締結しております。この契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 ４ 貸出コミットメント 

運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメント契約

を締結しております。この契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

貸出コミットメントの

総額 
3,000,000千円

借入実行残高 1,350,000千円

差引額 1,650,000千円

貸出コミットメントの

総額 
2,000,000千円

借入実行残高 400,000千円

差引額 1,600,000千円

貸出コミットメントの

総額 
2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

 ※５      ───── ※５ 中間会計期間末日の満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決

済処理しております。 

なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形

が中間会計期間末日の残高に含まれて

おります。 

 受取手形        14,892千円 

 支払手形         4,347千円 

 ※５      ───── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 128千円

仕入割引 12,827千円

保険金収入 6,161千円

受取利息 36千円

仕入割引 11,493千円

保険金収入 4,646千円

受取利息 183千円

仕入割引 26,185千円

保険金収入 6,161千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 20,908千円

支払手数料 11,137千円

為替差損 6,028千円

支払利息 15,934千円

支払手数料 10,964千円

為替差損 4,866千円

支払利息 38,338千円

支払手数料 21,475千円

公開関連費用 50,096千円

為替差損 25,792千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 449,331千円 固定資産売却益 2,315千円

貸倒引当金戻入益 4,973千円

固定資産売却益 449,934千円

東京都港区白金に所有しておりまし

た土地を、平成17年５月27日に譲渡

したものであります。 

  主なものは、東京都港区白金に所有

しておりました土地を、平成17年５

月27日に譲渡したものであります。 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 4,082千円

役員退職慰労金 51,785千円

固定資産除却損 2,929千円

   

固定資産除却損 21,119千円

役員退職慰労金 51,785千円

商品廃棄損 25,855千円

リース解約損 14,460千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 253,057千円

無形固定資産 16,807千円

有形固定資産 286,335千円

無形固定資産 20,573千円

有形固定資産 582,461千円

無形固定資産 35,182千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

   当中間会計期間につきましては、中間連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フロー計算書関係の注記につ

きましては、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 自己株式         

   普通株式  50 － － 50

合計 50 － － 50

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

       （平成17年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

        

              （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金 1,452,151千円

計 1,452,151千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△46,000千円

現金及び現金同等物 1,406,151千円

現金及び預金 2,037,568千円

現金及び現金同等物 2,037,568千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械及
び装置 

1,343,176 780,134 563,042 

その他 169,258 85,403 83,854 

無形固
定資産 

42,192 31,813 10,379 

合計 1,554,627 897,350 657,277 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械及
び装置 

928,804 403,606 525,197

その他 165,422 100,702 64,720

無形固
定資産 

61,229 15,661 45,568

合計 1,155,455 519,970 635,485

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及
び装置 

968,964 524,635 444,328

その他 162,630 90,488 72,142

無形固
定資産 

42,086 35,917 6,169

合計 1,173,681 651,041 522,639

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 274,965千円

１年超 400,875千円

  合計 675,841千円

１年内 208,183千円

１年超 440,275千円

  合計 648,459千円

１年内 194,253千円

１年超 341,252千円

  合計 535,505千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 167,101千円

減価償却費相当額 155,162千円

支払利息相当額 9,393千円

支払リース料 129,078千円

減価償却費相当額 121,246千円

支払利息相当額 7,939千円

支払リース料 260,441千円

減価償却費相当額 244,848千円

支払利息相当額 15,197千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同   左 

５．利息相当額の算定方法 

同   左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せんので、項目等の記載は省略しておりま

す。 

（減損損失について） 

同   左 

（減損損失について） 

同   左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復の見込み等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

  

取得原価 
（千円） 

中間貸借対 
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

  

(1）株式 16,613 65,205 48,591     

(2）債券           

国債・地方債等 － － －     

社債 － － －     

その他 － － －     

(3）その他 10,299 10,617 318     

合計 26,912 75,822 48,910     

  

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 66,100 



当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、事業年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復の見込み等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

  

取得原価 
（千円） 

貸借対照表 
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

  

(1）株式 16,821 93,020 76,198     

(2）債券           

国債・地方債等 － － －     

社債 － － －     

その他 － － －     

(3）その他 10,408 10,754 346     

合計 27,230 103,775 76,544     

  

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 74,500 



（デリバティブ取引関係） 

     前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 当中間会計期間末において、時価評価の対象となるデリバティブ取引の残高はありません。 

 時価評価を行わないデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用し損益を繰延べまたは金利スワップの特

例処理を行っているため、注記の対象外としております。 

     当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

        当中間会計期間末については、中間連結財務諸表を作成しているためデリバティブ取引に関する注記について

は、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 当事業年度末において、時価評価の対象となるデリバティブ取引の残高はありません。 

 時価評価を行わないデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用し損益を繰延べまたは金利スワップの特

例処理を行っているため、注記の対象外としております。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当中間会計期間については、中間連結財務諸表を作成しているため持分法損益等に関する注記については、記

載しておりません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）  

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 773.99円

１株当たり 

中間純利益金額 
101.61円

１株当たり純資産額 976.51円

１株当たり 

中間純利益金額 
51.76円

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益金額 

47.84円

１株当たり純資産額 964.99円

１株当たり 

当期純利益金額 
144.50円

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益金額 

130.09円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握

できませんので記載しておりませ

ん。 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（千円） 452,173 267,015 694,052 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 34,700 

 （うち利益処分による役員賞与

金） 
(－) (－) （34,700） 

 普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
452,173 267,015 659,352 

 期中平均株式数（千株） 4,449 5,159 4,563 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

  中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

  普通株式増加数（千株） － 422 505 

   （うち新株予約権） (－)  (422)  (505) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成16年６月29日定時

株主総会決議（第１回

新株予約権） 

新株予約権の数 

450,000個 

平成16年９月15日取締

役会決議（第２回新株

予約権） 

新株予約権の数 

220,000個 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

役員退職慰労金制度の廃止 

 当社は、取締役及び監査役の報酬制

度について改正することとし、その一

環として、平成17年11月21日開催の臨

時株主総会終結の時をもって役員退職

慰労金制度を廃止し、本総会終結の時

までの在任期間に対応する役員退職慰

労金の打ち切り支給を決議いたしまし

た。 

 これにより、平成17年11月21日開催

の臨時株主総会終結の時までの在任期

間に対応する役員退職慰労金相当額

93,271千円については、長期未払金に

振り替える予定であります。 

 ───  ─── 



(2）【その他】 

平成18年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………77,870千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月14日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第43期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年７月20日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第43期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月11日 

ヒビノ株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒビノ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ヒビノ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月15日 

ヒビノ株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒビノ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ヒビノ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月11日 

ヒビノ株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒビノ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月３１日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ヒビノ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  

以 上 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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